
​札幌市訪問介護等サービス提供体制確保支援事業補助金交付要綱　​

​令和７年８月８日​
​保健福祉局長決裁​

​（趣旨）​
​第１条　​​この要綱は、人材不足が喫緊の課題である訪問介護等サービスについて、人材確​

​保体制の構築による安心して働き続けられる環境整備に向けた取組や事業所の経営改善​

​に向けた取組をきめ細かく支援することで、訪問介護等サービスの担い手の確保及び経​

​営の安定化を図り、在宅介護サービスの提供体制を確保することを目的として、予算及​

​び内示額の範囲内で事業費を補助するために必要な事項を定めるものとする。​

​２　​​補助金の交付については、札幌市補助金等交付規則（令和８年３月31日規則第24号。​

​以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。​

​（定義）​
​第２条　​​この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定める​

​ところによる。​

​(1)　訪問介護等サービス​

​訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び夜間対応型訪問介護をいう。​

​(2)　実施要綱​

​　 　　令和８年７月30日老発0730第５号厚生労働省老健局長通知の別紙「令和８年度(令​

​和７年度からの繰越分)訪問介護等サービス提供体制確保支援事業実施要綱」をい​

​う。​

​(3)　補助事業者​

​　　 　第５条に掲げる補助対象事業を実施する者をいう。​

​（補助対象者）​
​第３条　​​この要綱に基づく補助対象者は、札幌市内で訪問介護等サービス事業所を運営す​

​る者で、次の各号のいずれにも該当する者とする。​

​(1)　札幌市暴力団の排除の推進に関する条例(平成25年条例第６号)第２条第１号に規定​

​する暴力団、同条例第２条第２号に規定する暴力団員及び同条例第７条第１項に規定​

​する暴力団関係事業者に該当しないこと。​

​(2)​​民事再生法（平成11年法律第225号）、会社更生法（平成14年法律第154号）、破産​

​法（平成16年法律第75号）に基づく申立・手続中（再生計画等認可後は除く）、又は​

​私的整理手続中など、事業の継続性について不確実な状況が存在しないこと。​

​(3)​​会社法（平成17年法律第86号）第472条の規定により休眠会社として解散したものと​

​みなされていないこと。​

​(4)　当該補助事業等の目的等に照らして補助金等の交付を受けることが公益上不適当と​

​認められる法令違反等がないこと。​

​（補助金の交付）​
​第４条　​​市長は、次条以下の補助条件に該当し、かつ補助することが必要と認められる訪​

​問介護等サービス事業者に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。​

​２​​　この補助金の交付額は1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものと​

​する。​



​（補助対象事業、補助対象経費及び補助基準額）​
​第５条​​　この要綱に基づく補助の対象となる事業、補助の対象となる経費及び補助基準額​

​は、別表１のとおりとする。なお、補助対象経費は、交付の申請を行う当該年度の４月​

​１日から12月31日までに生じたもの又は生じるものに限る。​

​２　補助対象経費の申請に当たっては、消費税込み又は消費税抜きのいずれの金額でも申​

​請可能とする。　​

​３　次の各号に該当する経費は補助対象経費から除外する。​

​(1)　補助対象経費以外の経費と混同して支払いが行われており、補助対象経費との支払​

​いの区別が明確でないもの​

​　(2)　国、他自治体又は本市が実施するその他の補助を受けているもの​

​４　第２項で税抜き金額の申請とした補助事業者は、これに係る消費税及び地方消費税に​

​係る仕入控除税額の報告等は要しないものとする。​

​（交付条件）　​
​第６条​​この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。​

​(1)　事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、速やかに市長の承認を​

​受けなければならない。​

​(2)　事業を中止し、又は廃止する場合には、速やかに市長の承認を受けなければならな​

​い。​

​(3)　事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速​

​やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。​

​(4)　事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価30万円以上の機械、器具及びそ​

​の他の財産については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第14​

​条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、市長の​

​承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し​

​付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。​

​(5)　市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の​

​全部又は一部を市に納付させることがある。​

​(6)　事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善​

​良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければなら​

​ない。​

​(7)　補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地​

​方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）​

​には、様式８により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月​

​30日までに市長に報告しなければならない。また、補助金に係る仕入控除税額がある​

​ことが確定した場合には、当該仕入控除税額を市に返還しなければならない。​

​(8)　事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証​

​拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止​

​又は廃止を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管​

​しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が​

​単価30万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完​

​了する日、又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第14条第１項​

​第２号の規定により市長が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管し​

​ておかなければならない。​



​（補助金の交付申請）​
​第７条　​​この要綱により補助金を受けようとする補助事業者は、別に指示する期日までに​

​様式１の申請書、様式２の事業計画書及び添付資料を市長に提出しなければならない。​

​（交付決定）​
​第８条　​​市長は前条に規定する申請書の提出を受けたときは、内容を精査し、補助の必要​

​を認めるときは補助金の額を決定し、様式３により申請者に通知する。​

​（変更の申請）​
​第９条　​​この補助金の交付決定後の事業の変更等により申請の内容を変更する場合は、前​

​条に定める手続きに従い、様式４により行うものとする。​

​２　市長は前項に定める変更申請の提出を受けたときはその内容を審査し、補助内容の変​

​更を承認することが適当であると認める場合は、補助金額を決定し様式５により申請者​

​に通知するものとする。​

​（事業実績報告）​
​第１０条　​​補助金の交付決定を受けた補助事業者は、交付の対象となった事業が完了した​

​ときは、事業完了後30日以内又は市長が定める日のいずれか早い日までに様式６及び添​

​付資料を市長に提出しなければならない。​

​（交付額の確定）​
​第１１条　​​市長は、前条に定める事業実績報告の提出を受けたときは、事業内容を審査​

​し、適正に実施されたと認める場合は、補助金額を確定し、様式７により補助事業者に​

​通知するものとする。​

​（補助金の交付時期）​
​第１２条　​​この要綱による補助金は、前条の規定により確定された金額を通知した後に交​

​付する。​

​（補助事業に係る調査等）​
​第１３条　​​市長は、必要があると認めたときは、地方自治法（昭和22年法律第67号）第221​

​条第２項の規定に基づき、随時状況の調査を行い、又は必要な事項について報告を求め​

​ることができる。​

​（補助金の取消し）​
​第１４条　​​市長は、規則第１７条第１項の規定による場合のほか、補助事業者が次の各号​

​のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがで​

​きる。​

​(1)　補助事業の実施に関し、法令若しくはこの要綱又はこれらに基づく市長の処分若し​

​くは指示に違反したとき。​

​(2)　補助金交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供したとき。​

​(3)　第３条第２号又は第３号に規定する補助対象者の要件を満たさなくなったとき。​

​　(4)　前３号に掲げるもののほか、市長が不適当と認める事由が生じたとき。​



​（補助金の返還、加算金及び遅延損害金）​
​第１５条　​​市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該​

​取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返​

​還を請求するものとする。​

​２　前項の規定により補助金の返還を命ぜられた補助事業者は、規則第１９条の規定によ​

​り算出した加算金及び遅延損害金を市に納付しなければならない。​

​（委任）​
​第１６条　​​この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は高齢保健福​

​祉部長が定める。​

​　　　附　則​
​１　​​この要綱は、令和７年８月８日から施行する。​

​　　　附　則（令和８年８月18日局長決裁）​
​１　​​この要綱は、令和８年８月18日から施​​行し、令和８年４月１日から適用する。​


